2014人事院勧告に対する自治労見解
1.　人事院は8月7日、本年の官民較差に基づき、月例給を1,090円・0.27％、一時金を0.15月引き上げる勧告を行った。その一方で、「給与制度の総合的見直し」と称し、俸給表の平均2％（0～4％）引き下げと地域手当等への配分、さらに高年齢層職員の賃金抑制や寒冷地手当の見直しなどを2015年4月から実施するよう勧告した。
2.　公務員連絡会・自治労は、昨年人事院が「給与制度を総合的に見直す」旨の報告を行って以降、地域間・職種間の格差を拡大し、公務員の士気の低下を招くことなどから、この見直しに強く反対してきた。そのわれわれの真摯な要求にもかかわらず、恣意的に生み出した格差を用いて、拙速に実施勧告を強行した人事院は、政府・自民党の意向に迎合し、第三者機関としての役割を放棄したものであり、怒りをもって抗議する。
3.　本年のプラス改定勧告については、物価が上昇局面にある中で、実質賃金の維持・向上というわれわれの要求に十分に応える内容には至っていない。しかし、民間賃金の動向や人事院勧告が労働基本権制約の代償措置とされている現状を踏まえれば、官民較差の大部分を俸給表への配分とした結果は、生活維持のためのぎりぎりの到達点であると判断せざるを得ない。
4.　「給与制度の総合的見直し」の実施勧告は、その背景や意図を含めて、非常に遺憾である。しかし、公務員連絡会の粘り強い交渉・折衝によって、2ポイント台半ばとしていた俸給表引き下げ幅の圧縮、若年層の賃金水準の確保、期限付きではあるが現給保障の措置、行（一）を上回る行（二）水準引き下げの阻止、加えて寒冷地手当の基準維持と経過措置の獲得など、当初案から押し戻すことができた。これは、人事院総裁あての個人署名・大型はがき、職場決議、2度のブロック別上京行動等を含む中央行動、対自治体・人事委員会要請など、地域・現場の声を人事院にぶつける春闘期からの中央・地方一体となった運動の成果である。
5.　今後は、政府による勧告の取り扱いが焦点となる。したがって、政府に対しては、まずは本年の官民較差に基づく給与引き上げを確実に実施することを求めていく。その上で、「給与制度の総合的見直し」は、地方の公務員の賃金引き下げにとどまらず、地場・中小労働者と地域経済に大きな打撃を与え、景気回復に逆行するものであることを認識させなければならない。政府には公務員の使用者としてわれわれと十分な交渉・協議を行うこと、「給与制度の総合的見直し」に関する勧告・報告の実施を見送ることを求めていく。
6.　さらに、人事院が、もはや労働基本権制約の代償措置足り得ないことが明らかになった今日、「内閣人事局で検討」としている自律的労使関係制度の確立は、何よりも優先されるべき課題である。引き続き、連合・公務労協とともに、ＩＬＯへの働きかけと国家公務員制度改革基本法第12条に基づく政府への追及を強化していく。
7.　自治労は、2014確定闘争においては、公民較差プラス分は給料表を中心に確実かつ広範に配分することを求める。同時に、「給与制度見直しの阻止」を最重要課題と位置づけ、人事委員会対策を当面重視し、要請・交渉に直ちに取り組むとともに、首長との早期の協議の開始と交渉体制の確立などを図る。
8.　政府・自民党による地方公務員へのさまざまな圧力に対し、自治労は、組織の総力をあげて抗していかなければならない。今こそ、組織の結集力が問われている。そのため、組合活動の基本である「自らの賃金・労働条件は、労使交渉によって決定する」という原則を徹底し、産別統一闘争の再構築に向け、単組・県本部・本部が一体となった取り組みを全力で展開する。
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